














































































































































































































































































































































































































































































































































（ 7）　中野・前掲注（ 3）192頁、小島＝猪股・前掲注（ 1）549頁参照。

























































































（26）　青木哲「判批」JCA ジャーナル61巻 5 号（2014）32頁。嶋拓哉「判批」
ジュリ1465号（2014）123頁、126頁、神前禎「合意による管轄権」高桑昭＝道
垣内正人編『新・裁判実務大系　第 3巻　国際民事訴訟法（財産法関係）』（青
林書院、2002）144頁、貝瀬幸雄『国際化社会の民事訴訟』（信山社、1993）275
頁、渡辺惺之「判批」ジュリ臨増887号（昭和61年重判解（1987））268頁、271
確定した執行決定のある仲裁判断に基づく強制執行に対する請求異議の訴え　71
頁、小池未来「判批」同志社法学66巻 4 号（2014）177頁、189頁。また、酒
井・前掲注（24）68頁は、管轄合意についても同じ見解に立つ。
（27）　松本・前掲注（24）92頁。
（28）　石渡哲「渉外民事訴訟における訴訟上の相殺と反対債権に関する国際的裁
判管轄」青山善充ほか編『現代社会における民事手続法の展開（上）』（商事法
務、2002）274頁、289頁参照。
（29）　三木浩一＝山本和彦編『新仲裁法の理論と実務』ジュリスト増刊（有斐
閣、2006）75頁〔山本和彦発言〕参照。
（30）　もっとも、管轄合意が、本契約に関する訴えは、サン・マロ商事裁判所が
専属的管轄を有する、といった文言を定めている場合には、通常、訴えのみに
管轄合意の効力が及び相殺の抗弁については、管轄合意の効力は及ばないと解
され、日本の訴訟手続でこの管轄合意によって相殺の抗弁が排斥されることに
はならないと考えられるが、これは管轄合意の解釈問題である。
（31）　小島＝猪股・前掲注（ 1）559頁、安達・前掲注（15）67頁、70頁、猪
股・前掲注（15）113頁、135頁参照。また、これに関連して、自働債権の存否
についての仲裁判断がされるまでの間の執行停止が問題となるが、この問題に
ついては小島＝猪股・前掲注（ 1）559頁、安達・前掲注（15）70頁、猪股・
前掲注（15）135頁参照。
（32）　また、東京地判平26・10・29（平成25（ワ）14010号、債務不存在確認等
請求事件（判例集未登載）LEX/DB25522384）も、和解調書に基づく強制執
行に対する請求異議訴訟の管轄について、「本件訴えのうち請求異議の訴え
……に係る部分は、本件和解が成立した東京地方裁判所の法定専属管轄に属し
ており、被告……の日本における支店が閉鎖されたことをもって、本件訴えに
ついて、……当裁判所の管轄権を認めることが当事者の公平、裁判の適正、迅
速を期するという理念に反するとは認められない」と判示する。
（33）　道垣内正人『国際私法入門〔第 7 版〕』（有斐閣、2012）295頁、小池未来
「判批」ジュリ1483号（2015）124頁、125頁参照。
（34）　道垣内正人「日本の新しい国際裁判管轄立法について」国際私法年報12号
（2010）120頁。
（35）　小池・前掲注（33）125─126頁参照。なお、国際裁判管轄以外の問題とし
て、原審は、相殺の異議事由に関し、Xの Yに対する契約上または不法行為
に基づく損害賠償請求権の存在を否定しているが、いずれもその判断に先立つ
準拠法の決定をしていない。
